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部の運営方針

部長写真所属課と人員
（R6.4.1現在）

会計課

・公金の保管については、安全性の確保を最優先と
した上で、金利の状況が不透明な中でも、適正な資
金計画に基づき、金融機関と交渉を行い適切な金
額、期間を設定し、少しでも多くの利子収入を得られ
るよう努めます。

Ｂ

・伝票審査や決算審査時に多く見受けられる誤りや
留意事項等について、適宜庁内周知等を行い、会計
事務の適正化を図ります。
・各課等において収入・支出等に関する事務が適正
に行われるよう、係長職等を対象に研修を年１回以
上実施します。

具体的内容

・審査事務及び出納事務を的確に行うとと
もに、事務の進行管理を徹底し、期限内に
確実に支払うことができました。
・財務会計システムのお知らせやグループ
ウエアの掲示板に会計事務手続に関する
情報を掲載し、また、各課等の経理担当者
などへ適宜説明を行い、周知徹底を図りま
した。
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・日本銀行によるマイナス金利政策の解除
に伴い、各金融機関の店頭金利が大幅に
上昇したことを受け、より安全かつ効率的な
保管の方法として、定期預金を中途解約
し、再度高い利率で組み直す方法をとり、当
初予算額以上の運用益（利子収入）をあげ
ることができました。
（基金利子一般会計当初予算額：１,２９３千
円→令和６年度末見込額：約７,１５０千円）
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各課等における会
計事務の適正化

部の概要

会計管理者は、地方公共団体の予算執行に関する命令機関と出納機関とを分離することで公正な会計事務
を行うため地方自治法により設置されています。この会計管理者の事務を補助する組織が会計課です。会計
管理者の主要な業務である「現金の出納及び保管」「支出負担行為に関する確認及び支出命令の審査」等、
会計課職員とともに日々の業務を停滞させることなく迅速かつ的確に遂行します。
また、公金の保管に当たっては、安全性・確実性を最重要視し、支払準備金に支障をきたさない範囲で有利な
方法による保管に努めます。

達成状況（年度末評価）
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達成度

・伝票審査時に多く見受けられる誤りや留
意事項等について、マニュアルやコラム風
の読み物も活用し、適宜庁内周知や個別の
通知を行い、確認メモなども送付しました。
・会計事務について各課等におけるチェック
機能を強化するため、課長補佐・係長職等
（新任及び研修未受講者）を対象に研修を２
回（同内容）実施し、また、新規採用職員を
対象とした研修も１回実施しました。
（受講者：延３６人。受講者アンケート結果：
大いに役に立つ・役に立つ９６％）

令和6年度の重点項目

№

  10人

公金の安全かつ効
率的な保管

項目

・支出負担行為に基づいた支出命令の内容が法令
等を遵守し正確になされているかの審査を迅速に行
い、債権者への支払を期限内に確実に行います。
・支出負担行為から支出命令までの流れに関する手
続について、全職員が情報共有できるよう周知・説
明を行ってまいります。

審査業務の適正な
実施

Ｂ



【達成度】　Ａ…100％　Ｂ…80％以上100％未満　Ｃ…50％以上80％未満　Ｄ25％以上50％未満　Ｅ25％未満

公金の収納・支払
事務に係るデジタ
ル化対応

Ｂ

・市税等以外の地方税QRコードを活用した
公金収納の開始時期が令和８年９月までで
あることが確認できたので、関係部署との
情報共有、協議を進めていき、翌年度以降
に規則改正を行います。
・共通納税機関コードの申請などについて、
関係部署と検討・協議を行いました。
・指定金融機関からの口座振込データ伝送
化（電子媒体取り扱い廃止）要望に対し、関
係部署と連携を取り、的確に伝送化事務を
進め、移行を完了しました。
・一部の収納代理機関からの収納手数料
有料化の要望に対し調査・検討を行い、収
納代理業務の変更（窓口収納の廃止）を行
うこととし、実施に向けて必要な手続を進め
ました。
・市民課等でのキャッシュレス決済を可能と
するキャッシュレスレジの導入に際し、金銭
登録機使用規則改正など、整備を行いまし
た。
・政策経営課で実施したくにPay導入に関し
て、会計事務規則を改正し、雑入(デジタル
地域通貨発行事業収入)の収入方法や指
定公金事務取扱者について、関係部署と調
整を行いました。

・金融機関における事務手続のデジタル化に伴い、
今後想定される公金の収納・支払事務への影響に
ついて調査・検討を進め、必要な準備、対応等を
行ってまいります。
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